「（第２次）自治体セーフティネット研究会」議事録（文責・大阪市政調査会）
第１２回研究会（２０１１年７月１９日）
テーマ：　重度障害者が地域であたりまえに働き暮らすことをめざして－箕面市の障害者事業所制度の取り組みから－
報告者：　新居　良（豊能障害者労働センター）
【報告要旨】
はじめに
まず箕面市の障害者事業所制度の歩みを具体的に解説し、次に箕面市の国に対する障害者自立支援の提案がどういう位置にあるか相対化する。そしてそれが実際どのように進んでいるか、地方独自の制度を国の制度に上げていくことの難しさを説明する。
１．箕面市の障害者事業所制度の歩み
箕面市の障害者事業所制度は先に制度があったわけではなく、私が勤めている豊能障害者労働センターが少しずつ立ち上がって、運動を進めていくなかで、市と協議をして市に提案し、少しずつ制度化されてきたものである。
（１）豊能障害者労働センターの設立
1970年代、障害者は施設に押し込められ、障害者自身が青い芝の会によるバス占拠事件のようにラディカルな運動を展開して地域に出ていったが、行政はいまだ施設主義だった。ターニングポイントは81年の国際障害者年で、障害者の平等や地域社会への完全参加がスローガンとして唱えられ、行政としてもノーマライゼーション、地域で暮らすことを目指そうという考え方が一定程度公認されていった。箕面市でも81年に国際障害者年箕面市民会議が、障害関係者ばかりでなく労働組合運動家の支援もあり、さまざまなネットワークのなかで立ち上がった。それが母体となって豊能労働センターは82年に設立された。
豊能障害者労働センターは2名の重度脳性マヒ障害者と4名の健常者を中心に設立された。現代表、小泉祥一は脳性マヒの障害当事者である。彼は小・中・高と茨木の養護学校に通い、卒業後箕面に帰って働くことを希望したが、現実は厳しく在宅状態か入所施設に行くしか社会資源がなかった。当時ボランティアとして関わった健常者が、それならば一緒に商売をやろうじゃないか、地域で所得を得る活動をして自立し当たり前に暮らすことを目指そうと協力を約束した。当初、北摂地域で重度脳性マヒの方が点ではなく線・面となって暮らすために共同して粉石鹸の販売を始めた。しかしそれだけでは生活が成り立たず、重度障害者が地域で生きるために生活保護に他人介護料を乗せる制度から、一緒に働く健常者がヘルパーとして得た介護料を持ち寄り、それでも足りなければ街頭に立ってカンパ活動をした。
（２）対等性と対話性の重視
重度障害者の主体性・個として生きる力の発揮を尊重するという課題と、健常者を含めて共に働く共同性をどう確保するかという課題がまだ混沌としていた。重度脳性マヒの人が賃労働の枠のなかで健常者と働けば、結局自分たちの主体性を失ってしまうという主張もあり、健常者が重度障害者を雇用する関係にだけはなりたくなかった。対等に共同して水平的な関係で活動するとき、得意とする能力に非常に違いがあるなかで、対話が意識された関係づくりが行われた。
（３）障害者福祉施策の展望についての文書提出
豊能障害者労働センターは83年に「箕面における福祉の展望と労働センターの位置づけ」というガリ版刷りの提言書をまとめ箕面市に提出した。基本的にその提言は、障害があるから働けないのでなく社会システムに問題があるから働けないと考える障害の社会モデルに立脚している。現代社会における社会参加とは労働によって可能になり、障害を持つ人々も労働を通じて所得を得、社会生活を営む権利がある。障害者に労働の場が保障されないのは、工場や企業に働くということを個人の能力の問題に封じ込める考え方があって、障害者に職場の扉が閉ざされているからである。障害者はその規範に合わせようと無限の努力をするだけになる。むしろ障害を持った人々の労働に職場を合わせる方向で、行政が積極的に働く場を作るべきである。障害当事者は市民に働きかける開かれた場で主体となって仕事づくりを行い、その場を行政は助成・支援する、以上のように提案している。
（４）箕面市の障害者雇用助成の始まり
85年に箕面市でも無認可作業所ができた。豊能労働センターも助成金ゼロだったため困窮を極め、助成金のつく作業所制度を取ろうという主張もかなりあった。しかし作業所制度に入ると障害者は利用者として手取り月数千円、健常者は指導員として助成金がつき月20～30万円を得ることになり、運動の出発点と相容れない。最終的には、原点に返って重度障害者を主体に事業をやっていこうという形になった。その後87年に箕面市が独自に障害者雇用助成制度を作り、障害者1人あたり月5千円（年間6万円）という微々たる金額だが、障害者が働く場に対する助成なので障害者の給料に当てることができた。現在、国に提案中の賃金助成の始まりである。90年に箕面市が10億円、市民が300万円を拠出した財団法人箕面市障害者事業団が設立され、箕面市は一旦助成金を事業団に渡して、事業団の要綱に基づき助成する手続きに変わった。92～93年に箕面市心身障害者連絡協議会のなかに障害者雇用促進制度調査研究部会ができ、事業団や箕面市障害福祉課や学識経験者等も加わり報告書をまとめた。その結果、94年に現行の助成要綱の基本が完成した。
（５）豊能障害者労働センターの事業展開

85年に阪神間の障害者労働センター連絡会を母体に、カレンダーの共同生産・販売を行った。98年にはオリジナル製品を作ろうと考え、現代表の小泉祥一が大きな模造紙に墨と筆で書いた文字をデザインしたTシャツ「プラスWe」を作った。プラスWeとは、DIFFERENCE　IS　POWER.というメッセージとともに均一になるのではなく、色んな個性をお互い認め合いながら参加しようというメッセージである。最新のものは東日本大震災被災障害者支援Tシャツで、ここにも小泉の文字で「耕そう希望を」とある。阪神大震災の時に被災障害者支援を全国に呼びかけ、「すべての人の希望をともに耕すために」というメッセージを発信し、多くの支援物資を送っていただいた。それをもとに救援ターミナルを運営し、その後不要になった支援物資をバザーで売り上げ、最終的に数百万円を障害者救援金として送った。バザーをきっかけにリサイクル事業を立ち上げ、地域では市民とのつながりからそのウェイトが大きくなった。着物リサイクルでは端切れでデザイン葉書を作っている。地域おこし事業として、箕面ビールの通信販売とも連携している。
（６）箕面市の障害者事業所助成制度
箕面市では次の規定に沿う障害者事業所を助成対象とする。①重度障害者の雇用が4人以上（30%以上）、②事業所の経営機関に障害者自身が参加、③労働保険の適用事業所、④収益を上げる経営努力、⑤障害者雇用のための職種開拓・拡大の努力、⑥事業所内外で人権・福祉問題の啓発、⑦箕面市・事業団との連携の保持。箕面市の助成金は障害者助成金・援助者助成金・作業設備等助成金の3種ある。障害者助成金は障害者の支払賃金の3/4、年間上限118万円、つまり最低賃金で週40時間働いたときの3/4を助成の上限とする。援助者助成金と作業設備等助成金は、運営費助成として従来の福祉作業所にも共有点を持つが、この制度では障害者助成金がメインで全体の2/3を占める。なぜ賃金助成が必要か。仮に、工場ラインで健常者が10個作るが障害者は1個しか作れない場合、通常の出来高制では障害者は健常者の1/10だが、障害者は地域に人権を啓発し、地域に人と人とのつながりを生み出す生産性は健常者よりもはるかに高い。それを地域コミュニティとして評価し投資・支援すべきである。現在、箕面市で約65名の障害者が働き、その半分の３７人が豊能障害者労働センターで働く（健常者は23人）。他に3団体あり、それぞれパン、花苗、洋菓子関係である。箕面市の助成金は年間総額約1億円で障害者1人当たり約150万円（月約12万円、来年度より11万円）である。
２．障がい者制度改革推進会議、就労合同作業チームでの議論
国の障がい者制度改革推進会議に総合福祉法を作るための総合福祉部会があり、その委員に倉田箕面市長が入っている。50人以上の委員がいて作業チームに分かれ、そのなかに就労合同作業チーム部会（座長松井亮輔）がある。就労は総合福祉法には入りきらないテーマなので、総合福祉法の委員と制度改革推進会議の委員の合同作業チームになる。各チームで1年にわたって議論し、この6～7月に報告をまとめ総合福祉部会に持ち寄り、8月末に総合福祉法の骨格をまとめ、来年の通常国会で法案を国会提起する日程になっている。就労チームの報告（松井報告）では、障害者の働く場を就労系と非就労系の2つに大別する。就労系が一般就労のほか、障害者就労センターとし、非就労系がデイアクティビティセンターと定める。就労系については基本的に労働法規を適用し、官公需を優先発注するとか、積極的に賃金補填するとか提案している。さらに、これらを多様な就業の機会として、パイロット・スタディで試行して3年後にもう一度見直して、国の障害者就労支援の仕組みを完成させるとしている。

３．箕面市による「「社会的雇用」による障害者の自立支援（提案）」
箕面市は2010年3月に国に対し「社会的雇用」制度の創設について要望書を提出した。
私たちが地域で積み上げてきたものは、障害者の働く権利（所得保障を含む）と、障害者と健常者が地域で対等に働く関係を両輪としてきたが、箕面市のそれは要望を1点に絞ってアピールする戦略である。箕面市の主張は比較的シンプルである。工賃が全国平均で1万3千円の福祉的就労と一般就労とのギャップがあまりに大きいため、その中間に位置する社会的雇用を創設する。この社会的雇用では賃金補填が国の制度として積極的に打ち出されている。この提案では、ヘルパーの支援を受けて在宅で自立生活を送る障害者が就労できれば、社会コストが430億円下がる試算になっている。賃金補填はヨーロッパでは保護雇用の制度として取り入れられてきたが、日本の厚労省では頑なに拒否してきた。すでに箕面市の社会的雇用提案以外にもセルプ協の社会支援雇用提案や、また、滋賀県の社会的事業所や札幌市の障がい者協働事業など先駆的取り組みがあり、箕面市は、さらに、10億円をベースに多様な就業の機会を実現するモデル事業を進めるよう提案した。
４．障害者の働く場の会計BOX

障害者が働く場への助成制度は分かりにくいので、2つに割った働く場の会計ボックスを考えてみる。左側が授産会計と言われる障害者の工賃に関わる会計、右側が運営管理費という形で支援員・健常者の給料と設備費等が支弁される会計である。箱の高さは最低賃金水準の月額約10万円とする。福祉的就労の場合、助成金が右側から入ってきて、運営管理費の箱を満たし、ほぼ全額を賄う。事業で稼いだお金は左側から入ってきて障害者の工賃1万2～3千円になる。次に、いわゆる賃金補填論では、それでは障害者の工賃が労働者としての最低賃金をクリアできないから、左側に入る事業収益をできれば3万円に上げて、残り7万円を賃金補填しよう、そうすれば左側の箱も満たされる。右側の箱は従来通り助成金で賄われる。箕面市の国への提案もこれに極めて近く、障害者の賃金の3/4を助成する。これに対して、現行の箕面市の障害者事業所制度では、左側から事業収益とともに障害者の賃金の3/4が助成金で入るが（この分を7万円とすると）、助成金の総額月11万円なので右側に入る助成金は4万円で、比較のため運営費が同じく月10万円必要と仮定すると、月6万円が不足する。その分を事業収益で稼ぎ出す必要があり、障害者が主体となりながら、市民を巻き込んだ形で色んな事業を展開することで賄う。さらに滋賀県の社会的事業所では、障害者と健常者の会計を一体化した。さらに共同連提案の社会的事業所の場合は、イタリアの社会的協同組合のように障害者だけでなく色んな働きにくさを抱えた人を支援し一緒に働く場を生み出していけると主張される。ここでは、優先発注などを利用しつつ事業収益のウェイトが非常に大きくなるとされる。
